
■委託対象：
①地方公共団体、②第３セクター（※）、③ＮＰＯ法人（※）、
④①～③のいずれかから成る連携主体
※事業実施地域の市町村の推薦が必須

■要件：
・事業実施地域が、複数（２以上）の市町村域にわたること
・ICT人材育成・活用が必須であること

■対象分野：「新成長戦略」の趣旨の早期実現に資する以下の分野
①医療、②緑の分権改革、③教育

■委託額：１億円（下限額１千万円）

■委託対象経費：
① ICT人材招へい・育成（人材研修、専門家の招へい等）
② ICT関連システム設計・構築
（プログラム設計・開発、ソフトウェア等）
③ ICT機器・設備（サーバ、ネットワーク機器、端末等）

■複数の地方公共団体等が広域連携して、ＮＰＯ等をはじめとする地域ＩＣＴ人材の効果的・有効的な育成・活用により、公

共分野における効率的なＩＣＴ利活用に資する取り組みを委託事業として実施し、全国各地域における公共サービスの向上

とともに、公共分野におけるＩＣＴ利活用の促進を図る。

★今回の追加募集については、「新成長戦略」の早期実現を図るため、①医療、②緑の分権改革、③教育のテーマに合致す

る案件を公募

■追加募集予算額 約２０億円（平成２２年度予算総額 約８２億円）

地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（追加公募）概要

時期

９月１４日（火）～１０月１４日（木） 提案公募期間

１１月上旬頃 外部評価を実施し、委託先候補を選定

１１月中旬頃 採択決定通知の送付

（その後、契約条件の協議を行い、委託契約を締結）

１．概 要

２．スケジュール（予定）

３．スキーム（イメージ）

1

資 料


	スライド番号 1

